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表7　健康的な心理社会的職場環境を促進するための介入の例 ［「11. 労働関連PSRに対する介入」所収］

組織の文化＆文機能 ・	労働におけるPSRへの対処とメンタルヘルスの促進を経営陣が優先し、取り組むことを示す、良好
な心理社会的安全風土を構築し、PSRへの対処における労働者の参加・協議を重視する。

・	PSRの報告・予防・管理に関する組織方針を策定する。
・	リーダー・管理者・労働者がPSRと関連する結果について訓練を受けることを確保する。
・	心理的に安全で、支援的、かつ敬意に満ちた労働環境を提供することで、労働者による問題の早

期報告を奨励する。
・	すべての労働者にとって公平、公正で、偏見のない組織文化を育む。
・	明確な組織目標と関連するプロセスを策定・周知する。
・	倫理的かつ透明性の高いリーダーシップ・マネジメントを実践する。
・	すべての労働者が参加・協議できる効果的なコミュニケーションとフィードバックプロセスを確立する。
・	予防的な方法でPSRに対処するために、リーダー・管理者・労働者の能力を育成する。
・	組織の変化が透明性、一貫性、公平性を保って管理され、関係者全員に支援が提供されることを

確保する。
・	職場の変化とそれが労働者に与える可能性のある影響について従業員と協議する。
・	過度に官僚的なプロセスを避ける。

職務内容 ・	管理者・労働者が各自のタスク要件を満たすのに適切なスキルを習得していることを確認する。
・	明確で意義のある職務を設計する。
・	タスクの優先順位を決め、不必要なタスク・官僚主義を低減する。
・	高度な認知能力要求を低減する労働を設計する。
・	例えば職務ローテーション・充実化を通じて、興味や関与を促進する労働を設計する。
・	困難なタスクを再設計またはローテーションし、回復に十分な時間を確保する。
・	高度な情緒的要求や困難な人 と々のやりとりに対処するためのスキルを開発し、適切な支援を提

供する。
・	認知・感情面で要求の高い労働には適切な休憩時間を設定する。
・	労働者が各自のタスクの遂行方法を決定する際に、より大きな自主性を与える。
・	道徳的な傷害を避けるための倫理基準を推進する。

労働量＆労働ペース ・	労働量・労働ペースが適切なレベルにあり、可能な限り十分に計画されていることを確保する。
・	労働慣行を積極的に監視し、有害な労働量・労働ペースを検知し、適切な調整を行う。
・	労働タスクが平等かつ公平に分配されていることを確保する。
・	過負荷を避け、労働の質を向上させるために、利用可能な人員とリソースに合わせた現実的で達

成可能なデッドラインを設定する。
・	労働量が不足していたり単調な作業の場合、タスクに変化を持たせたり、内容を充実させること

で、飽きや集中力の欠如を防ぐ。
・	労働者の能力が職務要求に見合っていることを確保する。
・	スキル開発・支援に取り組む一方で、労働組織の変更と新技術の導入を計画する。

労働スケジュール ・	長時間労働を防ぎ、不本意な残業を避けるための、綿密に計画された労働スケジュールを導入す
る。

・	可能な場合は柔軟な労働慣行を認める。
・	労働量に応じて休憩・休息時間を調整する。
・	回復のための時間を確保し、ワークライフバランスを維持するために、思慮のあるシフトと合理的な

労働時間を設定する。
・	ワークライフバランスを促進するために、労働時間と労働者の連絡可能時間（リモートワーカーも含

む）に制限を設ける。
・	労働者が家族・介護責任を果たせるように、労働時間に関する取り決めを調整する。
・	適切なペースで機械・コンピューターを導入し、アルゴリズムによる管理に過度に依存しないこと

で、テクノロジーの過負荷・テクノストレスを軽減する。
・	期待値を管理し、適切な境界線を設けることで、高いレベルの時間圧力や労働の過密化を回避す

る。
管理［コントロール］ ・	とくにそれが労働者に直接影響を与える決定に関わる場合には、意思決定への労働者の参加・

協議のためのプロセスを確立する。
・	可能な場合には、労働者が自身の労働タスク・方法、労働ペースをより管理できるようにする。
・	労働者の能力に見合ったレベルの自主性を確保する。
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・	アルゴリズム管理とデジタル監視を制限する。これが不可能な場合には、プライバシー・データ保護
を尊重し、アルゴリズム・デジタル監視の透明性とバランスのとれた利用を導入する。

・	人間と機械の相互作用において、労働者が管理できる設計を推進する。
環境＆設備 ・	良好な物理的労働環境（例えば騒音、照明、振動、温度、化学物質、適切なスペース）を確保する。

・	適切に維持管理された設備を提供する。
・	テクノストレスおよび技術過負荷を低減する。
・	新しい設備・技術、紛争地域や自然災害地域などの不安定な環境での作業、トラウマティックな出

来事または素材への接触などに対して適切な研修を提供する。
・	遠隔地・孤立した場所での労働を最小限に抑える。
・	極端な環境条件や不安定/トラウマティックな環境への曝露を最小限に抑える。
・	例えば不安定な環境下での労働に伴う暴力のリスクなど、労働者を特定のリスクから保護するた

めの安全・セキュリティ対策を実施する。
・	極端な物理的条件や不安定な環境下で働く者、及びトラウマティックな出来事または素材に曝露

する者に対して適切な支援を提供する。
労働における対人関係 ・	適切な方針・プロセスの策定・実施（例えば労働安全衛生、人事、平等、多様性・包摂、ハラスメ

ント・暴力反対）や、リーダー・管理者・労働者への関連する訓練の提供を通じて、心理的に安全
で、包括的、公平で、支援的な組織文化を確立する。

・	労働者が直接または上司・管理者を通じて、自らの態度・経験・提案を表明できる手段を確立し、
透明性のある適切な手順を確立・実施するとともに、これにより、事件の報告、紛争への対応、問
題解決を行い、期待される行動と容認できない行動の管理方法を説明する。

・	オープンで、敬意に満ちた礼儀正しいコミュニケーションシステムとプロセスを確立する。
・	倫理基準を順守した個人の秘密情報の取り扱い手順を確立する（遠隔デジタル労働を含む）。
・	適切な計画・訓練を通じてチームの結束力を高めることで、効果的なチームワークを支援する（オ

ンラインチームを含む）。
・	孤立した労働者や派遣労働者を含め、社会的交流の機会を提供する。
・	可能な限り、遠隔地での単独勤務を制限し、そのような労働者に対して追加的な支援を提供する。
・	PSRへの曝露によるネガティブな影響を受けている労働者に対して適切な支援を提供する（例え

ば産業衛生サービス、従業員支援プログラム、秘密厳守のカウンセリング、紛争調停サービス、職
場復帰プログラムなど）

・	追加的な支援策を通じて、脆弱なグループを認識し、支援する。
・	暴力を防止し、労働者を保護するための物理的労働環境を設計し、労働慣行を確立する。
・	すべての労働者に暴力のリスクについて周知・訓練し、安全対策を講じ、事件が発生した場合に

はその他の安全対策を講じる。
・	労働関連暴力・ハラスメント・いじめ（ジェンダーに基づく暴力・セクシャルハラスメント・サイバーい
じめを含む）の被害者に対して、迅速かつ安全な支援サービスへのアクセスを提供する。

SLIC（2018年）は、労働における第三者暴力・いじめ・ハラスメントへの介入についてさらにガイダン
スを提供している。

組織における役割 ・	役割・責任及び成果の要件を明確にした職務記述書を提供する。
・	職務記述書・役割を継続的に協調的に見直し、変更があれば労働者とその同僚に明確に伝える。
・	労働者にその権利と責任に関する情報を提供する。
・	 目標を達成するために、直属の上司と利用可能な支援を特定する。
・	明確で有意義な専門職としてのアイデンティティを確立する。
・	労働者のニーズ・スキル・能力・経験に役割が適合していることを確保する。

キャリア開発 ・	スキルと実績に見合った適切なキャリアの見通し・開発を提供し、過小・過大評価を回避する。
・	アルゴリズムのみに基づくのではなく、適切に設計された評価システムを実施する。
・	評価システムの不適切な使用とアルゴリズムによる官僚主義を最小限に抑える。
・	キャリア開発を促進する明確で透明性のあるフィードバックプロセスを確立する。
・	労働者の関与・功績を認め、報いる。
・		労働実績に見合い、就業しながらの低所得状態を回避する、透明性のある公正かつ公平な報

酬・給与を実施する。
・	キャリア開発と給与システムがすべての労働者にとって公平かつ公正であることを保証し、これら

のシステムの実施状況を監視して不平等を特定・是正する。
・	適切な訓練・学習の機会を提供することで、持続可能な雇用可能性慣行を採用する。
・	より安定した労働・契約を提供することで、雇用の不安定さを軽減する。
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・	組織変更・再編及び雇用の不安定さに影響を受けた労働者を支援する。
・	無意味なタスクを避け、労働の組織的・社会的価値を示すことで、意義のある労働を推進する。

家庭－労働の両立 ・	ワークライフバランスを促進するための組織方針・慣行を実施する。
・	労働時間と労働者の連絡可能時間（リモートワーカーを含む）に境界線を設けることで、労働者の
「つながらない」権利を尊重する。

・	労働者の家族・介護責任を支援するため、可能な範囲で労働時間・慣行を合理的に調整する。
・	私生活を混乱させるような、理不尽で絶え間ない労働者の移動を避ける。
・	適切な支援策を通じて、社会的弱者グループを認識・支援する。

インやハイスピードでの労働など）、過重負荷労働
及び遂行する職務の種類に関連したもの（単調ま
たは複雑な労働など）であることを示している。さら
に、多くの労働者が、不規則なスケジュールの労働
や長時間労働などの特定の労働時間アレンジメント
に影響を受けていると報告している。これらのリスク
に曝露する度合いは、国、部門や職業によって異な
り、また組織の規模、ジェンダーや年齢によっても異
なる。最近の技術革新やCOVID-19パンデミックは、
労働パターン及び慣行（例えば、テレワーク、ハイブ
リッドワーク、アルゴリズム管理、デジタル監視）や雇
用関係及び契約（例えば、ギグ・プラットフォーム労
働、ゼロアワー契約）の変化につながっている。そ
れゆえ、切断［つながらないこと］不能、労働と私生
活の境界の曖昧化、社会的孤立、及び自律性の低
下など、いくつかの新たな及び現出しつつあるPSR
はそれらと関連している。

PSRの広がり及び影響に関する証拠が増えてき
たことから、多くのハードロー［拘束力のある法律］
及びソフトロー［拘束力のないまたは弱い法律］の
イニシアティブが開発されてきた。しかし、欧州の企
業の約20％しか、労働者に心理社会的リスクについ
て知らせておらず、ましてや、この分野における主要
なニーズとして、企業規模、部門または国に関わりな
く、認識不足、リソース不足、及び技術的サポート、
ガイダンス、専門知識の不足が常に指摘されている
にもかかわらず、それらに取り組むための適切な行
動を取っている企業はほとんどない。OSH法令は
欧州の使用者によって安全衛生問題に対処する
ための重要な推進力とみなされているにもかかわら
ず、職場における心理社会的リスクの管理及びメン
タルヘルスの促進にはあまり効果的ではない。心理
社会的リスクに関しては、具体的な用語（例えば、労

働関連ストレス、労働における心理社会的リスク及
びメンタルヘルス）を盛り込むことによって、EU法令
の条文をさらに明確にするよう求める声がいくつか
上がっている。労働における心理社会的リスク及び
メンタルヘルスに関しては、他の政策アプローチ（例
えば基準やガイドライン）の方が、法令よりも明確で
使いやすいことがわかっている。しかし、労働関連
PSRに関する特定の法律が現在、EU加盟国の大
半で利用可能となっており、また、特定の法令が導
入された国々では、組織的な行動がより多く見られ
るという証拠がある。政策を実践に移すにはさらな
る取り組みが必要であり、政策は複数の関係者の
関与する状況で策定・実施されるものであり、その
状況が政策枠組みと実際の政策実施の双方に直
接的な影響を与えることを強調することが重要であ
る。

したがって、この作業を通じて開発された労働関
連PSRの概念的枠組みには、組織レベルにおける
心理社会的労働環境の決定要因として、マクロ的
コンテクストのいくつかの側面が明示的に含まれて
いる。それらは以下のとおりである。
・	政治的コンテクスト：統治、政治的アクター、政治

的権力関係及び政治システムの安定性
・	社会的コンテクスト：社会的態度、市民参加、社

会対話、労働者代表及び労働人口統計
・	経済的コンテクスト：グローバル化、マクロ経済の

安定性及び福祉国家モデル
・	技術的コンテクスト：デジタル化、オートメーション、

ロボット化及びAI
・	生態学的コンテクスト：気候変動・安全及び環境

の安定を含めた環境条件
同様に、これらは以下に影響を及ぼす。

・	政策コンテクスト：保健政策、社会保護政策、経
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